
第7回これからの地域福祉のあり方に関する研究会議事次第  

日 時：平成20年1月30日（水）14：00～16：00  

場 所：共用8会議室（中央合同庁舎5号館6階）  

A  
フ言  1．開  

2．議 事  

（1）日立市視察報告について  

（2）フリートーキング  

（3）地域における各種相談事業との関係について   

【報告者：富士宮市地域包括支援センター  

センター長 土屋幸己氏】  

ノ∠ゝ  
フ言  3．閉  

（配付資料）  

資料1 日立市視察報告（厚生労働省社会・援護局）  

資料2 議論の柱（メモ）（厚生労働省社会・援護局）  

資料3 これまでの研究会の意見（概要版）（厚生労働省社会。援護局）  

資料4 これまでの研究会の意見（詳細版）（厚生労働省社会・援護局）  

資料5 地域包括支援センターにおける相談支援事業の現状  

（厚生労働省老健局）  

資料6 障害者関係相談支援事業の状況（厚生労働省障害保健福祉部）  

資料7 子育て等児童関係相談支援事業の状況  

（厚生労働省雇用均等・児童家庭局）  

資料8 富士宮市地域包括支援センター（センター長土屋幸己氏）   



茨城県日立市の学区コミュニティの活動  

日立市の概要  

○人口 約20万人。世帯数7．7万。高齢化率22％。昭和60年から人口減少。  

○住宅団地が造成され、日立製作所の社員がマイホームを立てて移り住んだ企業城   

下町。  

○昭和46年茨城国体（昭和49年）への協力と住みよい町づくりをめざして、ひた   

ち市民運動実践協議会が設立され、行政指導で小学校区（学区）ごとに地域づく   

りを行う市民運動の会が組織された。拠点は各学区の交流センター。  

Ⅰ．日立市社協の取り組み  

＜社協の概要＞ 昭和28年設立、昭和41年法人化。事務局職員は30人（正規9   

人、嘱託7人、臨時10人、介護相談員（委嘱）4人）。  

＜小地域福祉活動支援の経過＞  

○ 昭和39年から旧町村単位に支部を設置し、地域での福祉事業を推進。平成2   

年から22の学区を順次モデル地区指定し、地域福祉推進事業（1人暮らし高齢   

者等の見守りチームづくり等）を実施。平成11年に支部を廃止して22の学区に   

地区社協を一斉設置。平成16年から、学区のコミュニティ組織と地区社協の一   

体化を進めている。  

○ 地区社協には事務局を置き、事務局長と推進員（報酬は年60万円）などのス   

タッフを配置。事業費・運営費として1地区約160万円を交付（市委託金・補助   

金、社協財源）。拠点は各学区の交流センター。  

＜小地域福祉活動の状況＞ 全ての地区社協で、地域福祉推進事業として、見守り   

チームによる訪問活動、高齢者等避難訓練事業、配食サービス事業、ふれあいサ   

ロン事業、ふれあい健康クラブ事業、子育て関連事業が実施されているほか、地   

区ごとに様々な活動が実施されている。見守りチームには全ての民生委員が参加。  

Ⅱ働いまちをつくる会の取り組み   

＜学区の概要＞ 人口約7，400。世帯数2，900。高齢化率18％。居住歴50年以下  

世帯が9割以上の住宅地。   

＜経過＞ 昭和54年塙山小学校開校により、55年に塙山学区住みよいまちをつく  

る会（以下「つくる会」）発足。平成11年には地区社協が発足し、その事務をつ  

くる会の福祉局が担う。平成19年につくる会と地区社協を統合し、地区社協の   

活動は引き続き福祉局が実施。補助金分野にこだわらず全体の仕事を担えるよう   

縦割りで交付される行政補助金を集めて事務局の有給スタッフを強化し「総合事   

務局体制」をつくっている。   

＜組織＞12自治会とm、子ども会、女性会、小中学校、幼稚園、保育園等各   

種団体の参加により組織。「福祉局」「安全・安心局」「楽集局」「地球局」「未来   



局」「情報局」「事務局」で構成。  

＜予算＞ 平成19年度予算910万円。福祉事業特別会計予算312万円。  

＜取組の状況＞  

○ 平成元年、住民の手で「塙山コミュニティプラン」を策定。イベント型活動か   

ら365日の日常型に転換。  

○ 活動の特徴は、「365 日型活動」「住民ニーズ調査と情報発信を重視」「会員制   

の手弁当イズム」「子どもと一緒に活動」「人材発掘と男女共同参画」「イベント   

のユニークネーミングと企画」「団体や機関、町内会■自治会との協働」「新たな   

活動への限りなき挑戦」。  

○ 上記地域福祉推進事業のほか市報のボランティア配送、移送サービス、なんで   

も相談、電球交換や草むしり等を行う暮らしサポート「あんしん」事業他を先駆   

的に実施（）子育て、青少年育成も重視。福祉だけではなく防災はじめ様々な事業   

を仕掛けている。  

Ⅲ．諏訪地区社会福祉協議会の取り組み   

＜学区の概要＞ 人口7，000人。世帯数2，800。高齢化率20％。名所、史跡が残る   

歴史的に古い町。昭和30年代から山間に団地が造成され人口が急増。5割強が  

旧地区の住民。   

＜経過＞ 昭和46年ひたち市民運動実践協議会の支部として「諏訪市民運動の会」   

発足。昭和62年から行政主体の「諏訪市民運動の会」を市民主体の「諏訪市民   

運動連絡会」に改称。平成4年「諏訪学区明るい市民の会」（以下「市民の会））  

に改称、平成6年には福祉委員会を設置。平成11年、市民の会の一組織として  

「諏訪地区社協」発足。   

＜組織＞ 27自治会と各種団体の参加により組織。市民の会は、「総務広報局」「文   

化体育部」「環境美化部」「青少年育成部」「防災部」、地区社協は「広報部」「啓   

発部」「介護支援部」で構成。市民の会と地区社協の会長は兼務。   

＜予算＞ 平成19年度地区社協予算155万円。   

＜取組の状況＞   

○ 上記地域福祉推進事業のほか男性の料理教室、出前介護講座、おもちやライブ  

ラリー、諏訪小学校総合学習支援などを実施。   

○ 平成7年から見守りチームに取り組んできたが、監視的な感じがあるとの指摘  

もありふれあいチームに名称を変更。ふれあいチームでは、訪問機会を多くつく   

る方策として、エコバックなどのお届け品による訪問活動等の工夫に取り組む。  

Ⅵ∴全体  

＜学区コミュニティ、地区社協について＞  

C小学校区でのコミュニティ活動を推進しているが、市街地の空洞化などにより学   
区の編成が変われば、コミュニティの変更がありうる。小学校と地域コミュニティ  
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の連携を考えると連動させることになるだろう。  

○ 学区コミュニティの福祉活動への意識は地域ごとに差があるため、福祉による街   

づくりを全市的に取り組む上では、全市的な地区社協の組織化を進めたことは良か   

った。しかし、今後の在り方は検討が必要。  

○ 地区社協の組織化によって、市の福祉部局と社協の補助により有給スタッフ（推   

進員）の配置、電話や机などを整備し活動基盤の整備ができたことは大きなメリッ   

トであった。一方で、別組織として会計や会則などを別に作らなければならないな   

どデメリットもあるので、一元化が望ましいのではないかなど議論のあるところ。  

○ 学区コミュニティ活動はイベント型が主だが、福祉活動は日常活動であるため、   

一体化に際しては、専門部にするところや委員会にするところもあり地域の実情に   

より決めていくことになる。  

＜自治会町内会について＞  

○ （学区の福祉活動は、）学区コミュニティ、行政、社協の関係で展開してきた。   

自治会が直接身近な福祉活動を展開する形ではない。  

○ 学区コミュニティも地区社協も役員やスタッフを自治会からだしてもらう仕組   

み。自治会の声を反映しないとコミュニティの活動は難しいもの。しかし、役員の   

なり手は少ない現状。住民の意識啓発が大事。  

○ 自治会の会長は輪番制の1年交代がほとんどのため自治会の地域活動は人材が   

定着せず活動が根付かない問題がある。継続的に活動するボランティアと自治会が   

組み合わさることが必要。  

＜民生委員について＞  

○ ボランティア活動は継続に難しさがあるので、制度である民生委員は重要な存在。   

電話代にもならない今の活動費でよいのか疑問。反面、民生委員自身にも住民にも   

昔の（貧困者対応、名誉職等の）イメージが残っており、払拭されていない。委嘱   

と名称の検討が必要。  

○ 民生委員が個人で相談に応じる今の体制は限界。事務局体制があるような形（地   

域福祉コーディネーターのようなイメージ）はどうか。  

＜担い手について＞  

○ 団塊の世代は退職後を趣味活動でという人と、社会員献でという人が半々くらい   

という感じっ参加を進めるため企業とも連携しイベントを企画するが、雇用延長も   

あり進まない現状。  

○ 独身男性で高齢の親の介護をしているケース、放課後の児童の居場所確保が課題   

となっている。これらの課題に対して、ボランティアが万能ではないことを承知し   

てほしい。活動は住民がボランティアで行うべきだと思うが、事務局は有償である   

べき。  

○ 活動の継続のためには次世代の担い手確保が大事。PTAや子ども会の若い親たち   

を積極的に巻き込んでいる。  
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資半斗 2  

地域福祉検討の視点  

1．地域における福祉の現状と課題  

2．地域福祉の役割をどう考えるか  

3．住民が参加し、主体となる福祉をどのように作るか  

4．地域福祉を推進するためには、何が必要か  

そのシステムと構成要素（圏域、資源、参加者等）は何か  

5．行政の役割  

他制度との関連について  

6．既存の施策をどのように考えるのか  

○ 市町村地域福祉計画  

○ 民生委員・児童委員  

○ ボランティア  

○ 市町村社会福祉協議会  

○ 福祉サービス利用援助事業（権利擁護）  

○ 生活福祉資金貸付制度  

○ 共同募金  

○ その他必要な施策   



これまでの研究会の意見概要  

テーマ編＝‥・t・＝＝＝＝・ Pl  

既存施策のレビュー編・・・＝ P5  

厚生労働省社会・援護局  

地域福祉課   



これまでの研究会の意見の概要（テーマ  

○ ひとり暮らし、あるいは家族がいても支えにならず、その上、地域から孤立していたり、判断能力が不十分等により   
自ら問題解決に向かうことができない状態にある人々（問題解決能力が不十分かつ家族や友人、地域などの身近   
なセイフティネットがうまく働かない状態にある人々）  

1，制度の狭間にある者（地域の要支援者）  
2．既存施策では応えきれていないニnズ  
3．地域の意識から生まれる問題  
4．総合的な対応の不十分さから生まれる問題  

○ 地域での自立とは何かを明らかにする。   

＊ 地域での自立を、「問題解決能力があり家族や友人、地域などの身近なセイフティネットがうまく働いている状態   
（他からの支援によって行えている場合を含む）」とするなら、地域の要支援者への支援のポイントは、①問題解決能   
力の支援、②家族・友人・地域の身近なセイフティネットをつくる支援の二つについて充実必要。   

○ 予防、早期発見、自立支援から組み立てる。   
＊ 全ての住民に対する事前の対応から要支援への対応までの鱒連の支援を組み立てる。  
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＜基本的な視点＞   

地域福祉の役割は、制度でカバーされない部分を解決する仕組みを作り出すこと。その際、小地域からの組み立てが必要。  

＜ネットワークをどうつくるか＞   

住民組織も専門職も日頃の情報共有を通したつながりが基盤。チ岬ムでの対応、ネットワ肋り会議が重要。  

＜見つけにくいニーズをどう発見するか＞   

住民、専門機関それぞれニーズを捉えており、両者の間を適切に情報が流れる仕組みが必要。  

＜地域の範囲の考え方＞   

50世帯くらいの小地域から市町村域までいくつかのエリアを複層的に設定しうる。専門職と住民のエリアに違いがあり、目  

的によっても違う。適切なエリア設定について地域内の合意が必要。  

＜活動の拠点＞   

拠点は不可欠。ただし形態は多様でよい。  

＜専門職憎事業所との関係＞   

フォ紳マルサ¶ビスとインフォロマルサービスは尊重しあい、つながりを保つことが必要。  
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＜なぜ地域福祉に住民参加が必要か＞   

地域の問題には、住民の意識やつながりのあり様が反映しており、福祉をテーマに参加することによって意識が変化しつな  

がりも再構築できる。また、住民だからこそできることがあり、それは住民にとっても要支援者にとっても有意義である。   

＜担い手はどういう人か＞  

地域の名望家ではなくなってきている。PTAなど福祉関係以外の分野を含め担い手を幅広く構想することが必要。あわせ  
て束ね役（キ血パ嘲ソン、大物世話焼き）を発掘。   

＜住民が力を発揮するための方策、仕組み＞   

幅広い層の住民参加を得るための仕掛けや環境整備、活動を継統するための知恵が必要。それらを支援するコ脚デイ  
ネ榊タ一役が不可欠。  

＜住民と行政との関係＞  

行政は、住民の活動が疲弊せず健全に実施されるよう支援し、パートナ鵬として連携する（行政■政府の失敗、市場の  
失敗、ボランティアの失敗（お金やノウハウがない）を補い合う連携関係）。  

企業や個人からの寄付金。労力では参加できないが、お金でなら参加できるという人たちの参加のツ麒ルとして、忙しい  

人でも気軽に行えるものにする。寄付金は集めるだけでなく、どう配分するかが大事。それには、使い道が分かりやすいこと、  

寄付金を適切に配分してくれる信頼できる中間支援組織や人（ファンドレーザ岬など）が必要。また、事業費だけでなく運  

営費への寄付のあり方を考える必要がある。  
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他に検討が必要な事項としてあげられたこと  

＞ なぜ孤立が起こるのかを明らかにする必要がある。  

胃 現象として、男性単身者とくに中年実年世代が深刻。（就労から離れると孤立リスウが高まる？）  

＞ サ】ビスは特定の目的だけでなく見守りなどの機能も併せ持ちやすい。サ州ビスと生活の総合性との関   

係については整理が必要。   

・フォ叩マルサ血ビスが入ると家族や住民が引く、フォ鵬マルサ鵬ビスの利用をやめるとインフォ州マル  

サ聯ビスにつながらず切れたままになる。（フォーマルサmビスがあらかじめ設定された特定の目的以外  

に膨らむのは、インフォーマルサ鵬ビスがケアプラン等に十分意識されていないことと関係するか？）  

＞ 監視と見守りは紙用重。（監視でない）見守りをどうするのか。   

・日頃の顔見知りの関係が何よりも力を発揮する。  

＞ サ伽ビスヘのアウセスの仕組み（福祉アウセシビリテイ）はどうあるべきか。発見、相談、見守りなど地域が   

もつぺき機能を情報の面から考え直す。  

甘 個人情報保護を超えたところにある住民の関係と口コミ情報、情報交換。  
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二子∴乙こ■、－、とじキ；モ、′「軍 

．と～、へ職掌、…汽∴アヤ：も、へ乙：二・・毎、  
民生黍農滞児童委員  

0 欠員が生じており、なり手を確保する方策が必要。特に、民生委員の選出基盤となりうる地域福祉活動層はどこ   

に見出せるかの検討が必要。  

ボランティア  

0 ボランティア活動の振興策   

■ すでにある活動をボランティアとして再評価し、ボランティア活動の裾野をさらに広げる。  

・新しいボランティアの捉え方を示す（市民活動、ご近所活動、参加のツ脚ルとしての寄付活動等）。   

・市民の普通のふるまいとして普及。  

○ 要支援者のこ椚ズとボランティアを結びつける仕組みのあり方（ボランティアヨMデイネ町㌢㍉お金を集めるところまでマ   

ネジメントするボランティアマネジャー等）。  

福観啓開ピ罠利用援助事斐  

○ 要支援者の生活を継続的に支える仕組みとすることが必要。  

0 必要な人に利用されるために、本事業について判断能力があるうちから知っておいてもらえるよう制度の普及啓発   

を図ること、すでに判断能力が不十分な状態にある人についてはその把握ができる仕組みが必要。  
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生活福祉資金  

○ 救済というネガティブなイメージから、ポジティプな貸付に転換したほうがよい。  

0 ゴ鵬ルを明確にして施策のパッケージをつくる取り組み（ヨ州デイネ闘トカ）が必要。  

社会福祉協議会  

○現状の法規定では住民の地域活動の位置づけが弱いので、見直す必要がある（役員胃評議員の構成等も）。  

共闘募金  

○ 若い人や新しい層が参加するようなあり方を考える必要がある（何に役立っているのかが寄付者に実感としてわかる   

ようにする、古さ、かっこわるさ×）。   

○ 集めることだけでなく、どう使うか、評価をどうするか、人をどう育てるかが問われてきていることに対応する必要がある。   

－ シンウタンウ機能を強化する。   

－ 共同募金の組織（審査委員会等）を専門性、代表制、信用性のある構成とする。  

・ファンドレーザ闘など人件費補助の考えかたが必要。  
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地域福祉計画  

0 地域の少数者の問題把握と支援を明確に位置づける。  

○ 住民福祉活動の自律性を損なわない支援の仕組みが必要。  

1小地域エー」アの計画に行政が積極的にデータを提示する、防災を切り口とする等。   

・財源のリンウ。  

0 エリアのあり方（防災エリアとの整合性、小地域計画のエt」ア等）。  

○ 策定だけでなく推進段階での住民参加を進める方策  

社会福祉全般のマネジメントの近代化が遅れている。施策全般について、これまでの固  
定観念を見直し、イメ脚ジも刷新する必要。  

＿．．■【＿＿ 」  
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≫地域福祉が取り組むペき課題  

≫地域の要支援者への支援のあり方  

≫地域福祉を進めるためのシステムのあり方～地域福祉を更に発展させる  

ためにはどうすればよいか  

≫住民参加について  

≫地域福祉を支える財源について  
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○ 孤立しやすい人々  

・単身者。特に申年実年を含めた男性単身者。   

R コミュニケーションが難しい人、自分から生活を壊してしまう人、虐待している自覚のない人。  
・周りとうまくいかない人や周囲が迷惑と感じるような人。   

鈷 介護に追われている、伽人親世帯など（必要があるにもかかわらず）地域との関係を持つ余  

裕のない人。   

雷 同居家族により虐待されている人。  

○ 孤立している子育て家庭。  

0 身近な相談者、生活変化を察知してくれる関係を持たない鰻人暮らし、高齢者障害者のみ世帯。  
○ 日常的なつながりのできていない災害時要援護者。（高齢者、障害者、日本語のわからない外   

国人など）  

○ 日本人と同様に生活課題をもっているが労働問題に規定されており問題が複合化している外   

国人労働者。  

○ 虐待被害や消費者被害にあっても自ら被害を自覚したり訴えることのない人々 。  

○ 家事ができない、一人暮らしになると生活ができない男性。  

ひとり暮らし、あるいは家族がいても支えにならず、その上、地域から孤立していたり、判断能力  
が不十分等により自ら問題解決に向かうことができない状態にある人々（問題解決能力が不十  

分かつ家族や友人、地域などの身近なセイフティネットがうまく働かない状態にある人々）  
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⇒ 問題が潜在化、深刻化しやすい。  
⇒ 特に意識して周囲から働きかけ、必要な支援に結びつけることが必要  

二二三 ひ 
とり暮らしである  

か  

訴えがないと問題が見えない  

0自分で間窺解決でき凱、、自分  
は助けを求めない  

」
■
「
 
 

日常的な関  

係づくり等の支  

援の必要  

あるいは  

0地域から孤立。偏見にさらされている  

ニ．．．＿  
二キ∴∴ し 問題力削り飢土中すしとがあ ノ  

0低所得であることが多い  

（例えば）  

○岬人暮らしで、消費者被害にあっても自覚がない。  
○一人暮らしで、困ったときに手助けを頼める関係を持っていない。  
0長期失業で引きこもってしまい親族や地域の付き合いが断絶し、身近に手助けを求められる人がいない。  
○認知症の母と精神障害の息子の世帯で、問題が生じてもどちらも問題解決能力がなく解決に向かえない  
0家族による虐待や権利侵害があるが、サービス利用を拒絶し外との接触をもたない。  

など  

－3－   



－4－   



O「地域での自立とは何か」  

特に支援を要する要支援者が「問題解決能力が不十分かつ家族や友人、地域などの身  
近なセイフティネットがうまく働かない状態にある人々」だとするならば‥  

支援は、①問題解決能力の支援、②家族・友人・地域の身近なセイフティネットをつくる支援の充実必要。  
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○ 予防、早期発見、自立支援の観点から支援を組み立てる。  

全ての住民に対する事前対応から要支援への対応までの爛連の支援を組み立てる。  

を（監禎’ 

応 

＞福祉が高齢者問題に偏りがち。子育て家庭や子どもの問題も落とさないよう取り組む必要。  
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基本的な視点  

地域福祉の役割は、制度でカバ開されない部分を解決する仕組みを作り出すこと。その際、小地域からの組み立てが必要。  

○ 地域福祉の役割は、制度でカバーされない部分を解決する仕組みを作り出すこと。  
であるから  

・「制度外のニ…ズヘの気づき⇒自発的実践⇒自治体でのプログラム化」の循環を起こすことが必要。  

・行政は、制度外を無認可としてきた見方を転換。  
・資源を疲れさせることのないよう、資源が疲れず利権も生まない望ましい公共サ叩ビスのための資源の使い方である  

こと。  

0 ご近所レベルの小地域活動から地域を組み立てなおす。  

0 防災と福祉は密着しており、地域の問題解決に防災を切り口としてアプローチする。  

ネットワ榊りをどうつくるか  

住民組織も専門職も日頃の情報共有を通したっながりが基盤。チ仙ムでの対応、ネットワ鰭り会議が重要。  

○ 気がついた人が様につながっていくだけでもかなりことができる（重装備でないつながり）。  

○ 民生委員と専門職が訪問から解決までを一緒に行う、自治会、地区社会福祉協詫会、民生委員が三本柱となって   
課題に取り組むなど、組織を超えチームになって対応する。  

○生活圏域（住民）、専門担当者レベル、組織の代表者レベルにネットワ鵬り会諌の場をつくる（対応する体制も）。  

○ ネットワ【り会議は、「定例」のほか必要に応じて臨機に開催できることが必要。  

○ 広報誌、情報誌の取材や配布を通して関係者間で情報共有する。  

ート   



見つけにくいニーズをどう発見するか  

住民、専門機関それぞれニーズを捉えており、両者の間を適切に情報が流れる仕組みが必要。  

○ 住民のネットワ職り（50世帯くらいの小地域）でなら発見できる。  

○ 小地域での相談の必要性。  

○ 制度で応えられない二鵬ズを見る必要がある（実は関係者には見えている）。  

○ 子育て世帯の悲鳴や虐待に目を向ける認識が必要。  

○ 民生委員（等住民）から専門機関につながるル仙卜を確立する。  

○ ネットワ…り会議がこ咄ズの発見につながる。  

○ 住民や民生委員がニーズに気づくための視点を提示する。  
n 子育て家庭や虐待、孤立した中年実年男性単身者に目を向ける必要がある等のメッセ出ジ。  

○ 住民の気づきを地域のネットワーウや専門機関につなげる仕組みの構築が必要。   

・小地域（50世帯くらい）のキーパーソン（世話焼き）を発掘t育成する。   
・小地域の組織づくりをすすめる。   
・小地域での相談を整備。   

・住民ネットワ岬り、民生委員、専門機関のどこかに接触さえすれば、必ず適切な支援につながるようインフォ  
欄マルとフォ閤マルをつなげる協議の場をつくる。  

○ 専門機関は対応困難事例や制度に適合しない問題は、地域福祉の三脚ズであると認識する必要。  
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地域の範囲の考え方  

50世帯くらいの小地域から市町村域までいくつかのエリアを複層的に設定しうる。専門職と住民のエリアに違いがあり、目的  
によっても違う。適切なエリア設定について地域内の合意が必要。  

0 圏域を5層（①市域、②旧市町村域、③住民自治協議会単位、④自治会や地区社協単位、⑤自治会の組や班）   
とし、第3層の住民自治協議会を住民が最も活動しやすい範囲として福祉区に位置づける例、1万人規模をコミュニティ   
組織として地域活動の基盤として整備する例などがある。  

○ 日常的な地域の支えあい単位は50世帯くらい。専門職が全体を把握できる規模は7～8千人位。  

○ エリアのあり方について地域内の合意が必要。  

○ Ⅶ方で、エリアは聞応示すものであり個人の関係性を尊重した柔軟なものであるペき。  

活動の拠点  

拠点は不可欠。ただし形態は多様でよい。  

0 何らかの自前の拠点は必要   

［拠点の効果］  

t 住民が気軽に集れるようになることで情報共有、問題共有、協議が進む。  
・サロンや会食会など具体な活動に着手しやすい。  
・連絡先をPRできるので、相談が受けやすく、関係機関との連携もとりやすくなる。   

0 拠点のありかたは多様でよい。⇒ただし、いつでも連絡が取れる、いつも誰かがいることが条件。  

・空き店舗、空き家、自治会館など。  
零 メンバⅦの自宅もあり。  
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専門職や事業所との関係  

フォーマルサ鯛ビスとインフォーマルサービスは尊重しあい、つながりを保つことが必要。  

’‾州「  
○ 事業者や専門職には、住民のつながりや活動を尊重し、地域福祉を推進するり脚力Ⅶや機関と連携する姿勢が必要。   

○ インフォ椚マルサービスが制度化したとしても引き続き制度外は残り、校区の活動等インフォーマルサ剛ビスが果たす役割が   
失われることはない。   

O NPO（NPO法人、ボランティア、住民活動などの非営利活動）は、法規定され、全国に設置されている社会福祉協議会   
の機能を活かしたいと考えている。  
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なぜ地域福祉に住民参加が必辛か  

地域の問題には、住民の意識やつながりのあり様が反映しており、福祉をテーマに参加することによって意識が変化しつな  
がりも再構築できる。また、住民だからこそできることがあり、それは住民にとっても要支援者にとっても有意義である。  

○ 住民だからこそできることがある⇒要支援者にとってのメリットでもある。   
・身近なつながりや日常の中でしか見えない問題がある。住民は深刻な問題の前兆をつかんでいる。   
・「ちょっと来て」で済むこと、身近なつながりだからこそできることがたくさんある。   
・住民のネットワ鵬りに福祉情報が流れれば、正式ルートに乗らない人々にも情報が届く。（口コミのシステム化）  

礪 公平でないからこその「温かさ」「多彩さ」「開拓性」「機動性」がある。  

0 地域には内在的な力がある。   
・地域には経験を通して地域で重ねてきた知恵や関係性の力（ソーシャル■キヤピ列レ、ご近所の底力）があるはず。  
曙 ボランティアや福祉活動への参加であると自覚せずに活動している人々はたくさんいる。  

0 地域の問題には、住民の意識やつながりのあり方も反映している。  

鴨 地域の問題は、自治会など個人と社会をつなぐ中間集団の解体に原点があり、その再構築が求められている。   
⇒NPOやボランティア等の新しい中間集団と自治会町内会とのうまい連携、新しく住み始めた住民層を取り込む地域づ  

くりが鍵。   
・参加することによって住民が地域の申のコンフリクト（福祉施設の建設反対等）の解決から学ぶことができ、それが地域  
の変化につながる。  

0 福祉が地域の連帯と信頼をつくる動機となりうる。  

0 参加する住民にとってのメリットがある。   
・①生きがい、②職業で失った社会的ネットワ川りの新たな構築、③自分自身が培ってきた能力を生かすことにつながる。  

行政の公共性を超えたもう一つのオルタナティブな公共活動が展開できる。  
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担い手はどういう人々か  

地域の名望家ではなくなってきている。PTAなど福祉関係以外の分野を含め担い手を幅広く構想することが必要。あわ世  
て束ね役（キ叫パnソン、大物世話焼き）を発掘。  

0 現状は高齢者が多くを担っているが、活性化のためには次世代育成が必要。  
一 最初に地域でネットワーウを作るPTAに着目。  
書 常勤者や子育て世代を巻き込む。   
・福祉関係以外の分野の団体や活動者への働きかけ。  

0「腕のある人」を見つけだすこと。   
・介護や子育てなどの経験者層。   

・すでに地域の申で世話焼きをしている人々がいるはず。  

0 団塊世代は、65歳になる2012年からが本格的な参加か。  

住民が力を発揮するための方策、仕組み  

幅広い層の住民参加を得るための仕掛けや環境整備、活動を継続するための知恵が必要。それらを支援する∃肌デイ  
ネータ冊役が不可欠。  

0 参加のきっかけ作り。  

・行政等の広報。  
・周囲の働きかけ（口コミ、誘い、依頼）。  
内 福祉以外の分野の参加を入り口にする（社会教育からなど）。  
触 退職後1年以内の準備行動を支援する。  

⇒ 探索行動を始めるための仕掛けはどうあるべきか。  

0 働きながらも地域との関わりがとれるような労働環境の整備。  

○ 有償性を見直すなど（新しい）互酬性の仕組みを現実的に考えることも必要。  

○（退職者の場合）社会参加には、ちょっとした収入につながる活動が有効（シルバ職人材センタ血、コミュニティビジネス等）。  
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」タイア後の高齢者に対して自治体がアプローチする際にもつぺき視点。   

① 定年退職後の活動を生涯学習として位置づける。   

② 高齢者が地域で活動できる能力を高める。   

③ 仲間づくりを支援する。  

その他、④ 図書館、博物館、大学の公開講座など地域資源を有効活用する、⑤市の委員会等の企画に住民と  

りわけ高齢者の参加機会をつくる、⑥修了証の発行など達成感を与える、⑦インタ細ネットを活用する、⑧  

ソ押シヤルキャピタルの視点、介護予防につなげる。   

○ 高齢者や男性がニwズに応える活動を行えるための仕掛けが必要。  
■ 世代間のギャップ、男女間のギャップを乗り越えるための仕掛け。   
・男性には会社とは違う地域のフラットな関係になじむための仕掛け。  

O「緩やかなつながりの住民活動」と「自治会等の組織を基盤とした活動」、「弱い組織」と「強い組織」の違いは何か、どうあ   
るべきか。  

－ いずれも後継者が課題。   
・組織的活動（強い組織）があると住民の自主的活動は生まれにくい？  

0 後継者をどうリウルれ卜してくるかのアイデアが大事。  

○ 住民活動を支援する専門職（コーディネーター）が必要。   
・超大物世話焼きの後ろにいて仕掛ける、講座等から次へつなげる働きかけをする、活動の申で社会的な意味づけを  
示していく、（住民がを疲弊させない）自己実現につながる参加を支援する。  

・枠を用意するのでなく、住民自らが企画し活動することを支援する。  
慮 専門性を高めるよう国が支援する必要。  
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住民と行政との関係  

行政は、住民の活動が健全に実施されるよう支援し、パートナーとして連携する。  

○ 管理、搾取でなく支援をする。   
・NPOやボランティアを、行政のひも付きや肩代わりにしない。   
・役所に行けば、住民や市民をエンパワメン卜するための情報やノウハウの提供（助成情報など）が受けられるというような  

頼られる存在になるとよい。   

・地域資源の健全な循環（地域資源が疲れず、利権も生まない望ましい公共サ由ビスのための資源の使い方）を支援  
する。   

0 行政一政府の失敗、市場の失敗、ボランティアの失敗（お金やノウハウがない）。この3つの失敗を補い合う連携関係を作っ   

ていく。  

施策ごとの住民参加  

＊ 地域福祉関係施策に関する意見の整理へ  
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他に検討が必要な事項としてあげられたこと  

＞ なぜ孤立が起こるのかを明らかにする必要がある。   

■ 現象として、男性単身者とくに中年実年世代が深刻。（就労から離れると孤立リスウが高まる？）  

＞ サ疇ビスは特定の目的だけでなく見守りなどの機能も併せ持ちやすい。サⅧビスと生活の総合性との関   

係については整理が必要。  

ヰ フォqマルサ職ビスが入ると家族や住民が引く、フォーマルサwビスの利用をやめるとインフォ蜘マル  

サ叩ビスにつながらず切れたままになる。（フォーマルサービスがあらかじめ設定された特定の目的以外  

に膨らむのは、インフォーマルサービスがケアプラン等に十分意識されていないことと関係するか？）  

＞ 監視と見守りは紙Ⅶ重。（監視でない）見守りをどうするのか。   

・日頃の顔見知りの関係が何よりも力を発揮する。  

＞ サービスヘのアクセスの仕組み（福祉アウセシビリテイ）はどうあるべきか。発見、相談、見守りなど地域が   

もつペき機能を情報の面から考え直す。   

・個人情報保護を超えたところにある住民の関係と口コミ情報、情報交換。  
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企業や個人からの寄付金。労力では参加できないが、お金でなら参加できるという人たちの参加のツ椚ルとして、忙し  
い人でも気軽に行えるものにする。寄付金は集めるだけでなく、どう配分するかが大事。それには、使い道が分かりやす  
いこと、寄付金を適切に配分してくれる信頼できる中間支援組織や人（ファンドレ剛ザ咄など）が必要。また、事業費だ  

けでなく運営費への寄付のあり方を考える必要がある。  

地域福祉活動を支える財源をどのように確保するか  

○企業の寄付は、慣習的なものや会の運営費にはつけづらい、企業の事業領域で社会的に活牲化したいところにつける   
など、戦略性が表現できることが大事なので、企業にあったプログラムを作ることが必要。福祉団体のスキbムは古いし面   
白くない。  

○ 地域貢献に熱心なのは保険会社、金融、流通など地域とつながった事業活動の企業である。  

○ 企業が寄付をうまく配分できない。実力のある寄付の中間支援組織が必要。  

O NPO等にとって運営費が大事だが、寄付金を運営費に使われるのは嫌という寄付者の意識をどうするかが課題。  

0 集めることだけでなく、どう使うか、評価をどうするか、人をどう育てるかが問題になってきている。とすると、ファンドレ憫ザ闘、   
ソ職シヤルワーカーなど言い方は色々だが、人件費補助の考え方が出てこないとおかしい。地域をマネジメントする人を   
育てるような寄付金のあり方を考えなければいけない。  
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どのようにしたら寄付意識が根付くか  

○ 企業内の福祉への興味が薄いので、福祉を身近に感じるような意識を高める必要がある。   

○ 行政、ボランティア、企業のパートナーシップが日本はまだできていない。NPOの格付けなどで安心して任世られるよう   

になれば進む。財源がないが人手のあるNPO等を企業が支援してその人手でやってもらうという仕組みをうまく作る己   

とが課題。   

○ 日本人にとって違和感のある行動形式ではなく、近江商人の「三方一両よし」やお祭りの寄附など、日本土着の寄   

附文化や地域貢献マインドを、今の生活様式の中でどう再構築するかというアプローチが必要。  

○ 労力では参加できないが、お金でなら参加できるという人たち参加のツールとして提示していくことが大事  

○ 忙しい人でも気軽に行えて、何に使われるのかが分かり、記録が手帳に残る仕組みがうまくいくとよい。  

寄付を促すために共同募金などの既存の仕組みをどのようにエ夫すればよいのか  

0 何に役立っているのかが寄付者に実感としてわかるようにする必要がある。  

0 福祉活動には閉ざされた印象がある。活動を公開し、評価されるような取り組みが必要。  

○ 寄付者の寄付し続ける気持ちに働きかけ、マッチンヴするコ餉デイネータ闘（ファンドレ触ザー）の力が大事。  

○ 募集だけでな〈配分に当たっても専門家による審査委員会を設けるなど信根性を確保する。  

○ 寄付と年齢層の関連を把握する必要。若い人たちの感覚にあわせた働きかけが必要。  

○ 現在共同募金分会の委員は募集重視で自治会や諸団体が中心だが、新たに審査委員会の役割を求めるのなら   
ば、配分審査のための専門性、代表性、信頼性のある構成とする必要がある。  

○ シンウタンウ機能が必要。  

○ 募金の増強にはインセンティブをどう与えるかが大事。当事者募金には強いインセンティブが働く。  
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＿＿＿／二‾‾‾   

既存施策のレビュー編  

謳 民生委員・児童委員  

＞ ボランティア  

≫ 福祉サービス利用援助事業  

≫ 生活福祉資金  

＞ 社会福祉協議会  

≫ 共同募金  

≫ 地域福祉計画  
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民生委員・児童委員  

発表者意見  

0 民生委員・児童委員（以下「民生委員」）が活動しやずい環境をつくるためには以下が必要。   

① 民生委員への協力要請や民生委員からの情報提供に二元助に脱過度政里豊巴捜鮎捜当史旦法追L   

②「ふれあいサ日ン」とが子育てサロン」等自主的活動に民生委員が熱心に取り組んでいることへの註値。   

③ 困難ケ聯スに民生委員が圭ニム空剋慮腰王鮎痙藍畳基準遡運農。   

④ 民生委員の推薦一重度会を必畳にする。  

⑤ 行政、専門機開から民生委員への  

○ 民生委員への情報提供については、今般、厚生労働省から通知が発出されたが、胤芝必要。   

0 民生委員活動が（地域に）理解されていない。特に主任児章吏員が理解されていない。  

○行政から提供されている情報は、ひとり暮らし高齢者、生活保護受給者が6割。陸畳登園慮鳥．．児藍鳳凰朗轟超腹民  

生委員には届いていない状況。  

しないと難しい。  ○（民生委員の選任は主婦等の無職からだけではなく）  

委員意見   

0 民生委員のなり手がなく欠員理生じているが、その要因は、活動範周が明確でなく充て職が多い、民生委員活動  
l等がある。  マンションなどでは   魁鮒、  

○ 地域住民に民生委員活動を理解してもらい地境座卓三豊空民生夏鳥互選姐ユ昌宏封豊艶運を作り出していくこと   

が必要。  
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趣にもっと努めるペき。  

0遺劫よ遡脳塵里負担感史鮭漁につなげるようなきめ細かな参加しや呈出観度会の機会をつくるペき。   

○ 困難な面もあるが温勤勉吸塵但が必要。   

○ 民生委員活動が住民に理解されていないのは、民生委員の中にまだ名誉毯出金姐揖ることも要因。理解して   
もらうには、民生委員が積極的に虹趣ことが必要。   

○ 個人情報保護法の施行によって民生重点△空腹艶塩扱が行われなくなっている。情報提供については厚生労働省から   

通知があったが、対応に地域格差があり、引き続き国から各自治体へ強く働きかけてほしい。   

0地壊蜘吐∋周＿題。最初に地域でネットワークをつくるのはPTA。従来は自営業や地域の名望家だった   

が、地域活動をしているところから民生委員の選出が行われてくるとするとその辺の担い手がどうなってきているから（民生  

委員が）任命しにくくなってきていると考えたらいいのか。   

○ 年齢の問題、産業構造や就業構造の変化、地域の名望家と言われた基盤が細っていると考えた場合に、とうもl皇層理望空   

地こは剋匙地う風塵。地域で活動する女性が民生委員になるという塩辿連動幽シ盟虫！捜基鮎麺L保   
健医療関係、法曹関係など狭義の馳分整地旦あ星。むしろいろいろな意見から、これからの民生委  
員の確保という観点で考える必要がある。  

－20－   



事務局資料  

＜効 果＞  

O「交流・遊び」「話し相手」や「配食・会食サービス」「外出■移送サ鵬ビス」といった生活支援活動が多くのボランティアに   

よって提供されており、地塊但豊玉援畳嬰豊通鮎速急皇室左役割畳鮎三出鼻。   

○これらの活動は、公的サービスとは異なり、提低量と軌愚妻旦区別嬰象D捜阻鼠像塑醸成組。   

0 また、災害時要援護者支援等の新しい取り組みや多様な形態の非営利活動の活発化により、重要ン責4芝温勤▼嬰由  
容と担い手の裾難が広が・〕ている。  

＜課蔑点＞  

○ ボランティアセンターの活動内容をみると、ボランティアの募集や研修、養成など活動者支援が前面であり、当研究会で  
いのではないか。  明らかになったような董支崖畳墜≡ニ題  

組みが不十分ではないのか。  ○ 男性の参加が3割にとどまっているが、  

○介護保険制度導入等、福祉を取り巻く環境は変化している岬方、厚生労働省としては、平成5年に指針を告示して  
以後、  

＜今後の課題＞  

○当研究会で特定されているような要支援者のニーズ、制度姐阻里既重度簑丑呈痘左菱剋三．L鹿足分豊里墾三±基とボ   
ランティアとを結びつけるような仕組みが必要ではないか。  

○また、ボランティア活動に対する国民の関心が高い中で、人々が薮虹邁進娘壇イ芝温動旺盛弛貼里置く良鮎蓬   
左腹鰻重盟必要ではないか。  
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○ 福祉分野のボランティア活動をしたいと考える人々に対し、地域のニーズ、ボランティア活動の方法や運営などについて   
燵報提低里支援畳往劫吐組金屋充臭させるペきではないか。  

○ これら課題を踏まえ、厚生労働省として、今日の環境の下でのボランティア活動のあり方について、鳳凰馳王政ぬ   
三豊出を丞互必要があるのではないか。  

発表者意見  

○ 民風吸盤基盤蛙工閻｛ユ三と。自分たちの周りだけのライフスタイルをいかに開くように持っていけるか。行政の公共性を超え  

たもう鵬つのオルタナティブな公共活動が展開できる。   

○ ボランタリーなもの、自発的なものというのは根本的に心地誌であり規定するのは難しい。委嘱型のボランティアも息  

発的であれ蛙よい〕   

○ 盤乏2圭必強皇は、「放っておけない」から始まる「旦農盤」、公平でないからこその．［温赴豊⊥F鼻彩呈止凰妬性止過勤  

性Jt払   

○脚は、「全体を見ずに動くゆえの独善但」「外部評価が受けにくく旦ン塁隻但地」Fビこまで活動をす   

ればよいのかの基準がなく、頑j長るA腹症払星（疲労と不信の悪循環）問題」「対等左脇傲風儀圭農胤さ」   

○ ボランティアを依頼する人は、本当は家族の支援や制度の利用、市場からの購入が希望なのだが、それができない場合   

に性差曳く．ポラ遁望量選起している。そのためボランティア活動をしたい人の方が多くて依頼は少ない。人にうまく頼める  

力胤がなかなか出てこない。   

○ ボランティアコ叫デイネ岬ターの裏門性馳（嘱託が多い）。また、市町村合併による社協の減少に  

伴って皇之皇＝塵もム数も減少している問題。  
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○ 何かしたいが何をしたらよいかわからないという人たちの活動を引き出すための盤地芝ヨ±至イ鼻＝曳二嬰体軋強他   

が政策的には最も重要。  

をつくり、丑協と基＿碁以外の市民法劫旦級進を規定していってはどうか。社協だけでなく、ポラ  

ンティアセンターは複数あってよいのではないか。  

○姓協鮎が進み、1つの自治体に社協ボランティアセンターとNPOセンタ開がある例がピんどん増えているが良いことで  

はないのではないかと思う。  

○ エリア型のコミュニティとテ嶋マ型のコミュニティの間にはぶつかり合いがあるが嵐畳墾連携が大切。どちらにもある程度の   

パイプのある造温室旺き之責4魁夕噸役割を果たすことが今後の課題。  

○ ボランティアも良い人も悪い人もいるが、何かにボラン  r＝巳l．＼   

皇。だから有償ボランティアといわず、有償活動でよいし、アメリカのようにコミュニティサービスと言えば良いではないか。   

○ テ噌マ型の団体も地域との接点の多い活動が圧倒的だが、地組窪地モヒ．）姐金をピう吏義赴という  

問題。   

○ 災害ボランティアは単発でほとんど技術はいらず初心者向けなので多くの市民が参加しやすいが、仮設住宅での話し   

相手など日常支援に移ると活動が難しくなりボランティアがぐっと減る。ボランティアが減ったのは墓金宝恕£担監払が  

なくなったため。   

0 障害者や認知症の人への接し方にハードルがあるように思っている人が多いので、どぅ七度丘出，墟り豊漁婁定闇出魁．1   

日のだとLlうことを講習する ことが重要。  

れ馳。昔は奉仕といっていたものを奉仕に   ○ ボランティアと言わずに、普通の市民の振  

対抗してボランティアを使い出したというところはある。  
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○ ボランティアを動機だけで言い出すと入りにくくなるのが企業の社会寛厳。企業の社会貢献というのは、会社の評判を   

上げることが動機であっても、結果としてそれが社会的に大きなインパウトを持てばよいので、動機戯農具でみるペき。  

○ ボランティアマネージャーについては、福祉教育として基金数亘などお金のことを扱う学習（に取り組むこと）も大切。  

委員意見  

○ 並池空出基但赴。ボランティアはやっていないという人でも、至れはポラ之勤空旦醜遮旦かということがよくある。   

○ 住民のボランティア活動のイメージが固定化しハードルが高くなってしまっているので、それぞれがやっていることを「あなた、   

それはやっているよ」と、「みんなボランティアなんですよ」と国民にメッセ叩ジし、凸三上迎恕墜く宣逢ことが必要。  

○ 寄付活動は、労力では参加できないが、  という人たちの参加のツ闘ル。  

「るためにやること。ボランティア活動をなくすためにす   ○ ボランティアというのは、  

るボランティア活動という逆説。五邑活動とボランティア活動旦阻底については論議が必要。   

0 ボランティアセンタ職の名前が愚民濃艶肋芝生2皇二になってきている意味も含めて考えてみる必要がある。   

○ 住民の申に入っていって、「それはボランティアですよ」と言ってあげる人が必要。ヨ＝量膣ニタ＝畳も2と：塵＿民地していく。  

○ ボランティアを勤後払らとら是るのと造勉励逸るのと、ボランティアを幾つかに分明尭方がよい。   

0 ボランティア活動につながらないのは、障害者にどう関わったらよいのかという凰ね迦地抜取がわからないことと具   

体飽紅組迫力堅う迦．の二つがあるのではないか。そのあたりはその人が持っているものを生かしてあげ  

るとうまくつながっていくのではないか。  

ころまで含めてマネジメントするボランテ4剋聖二がいるが日本はそれがなく∃陶ディ  0 アメリカでは、   

ネ曲タ一にとどまっている。ヨニ重症二＿生＝と邑う鹿念勉分丑三養基た基地）揖のではないか。  

○ お金を集めてくるというのは、迦二出洩よと！。  
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福祉サービス利用援助事業  

事務局資料  

＜効 果＞  

○ 福祉サ鵬ビス等の利用援助やそれに伴う日常的金銭管理を実施することにより、個別廼些＝豊膿建周塵盤汲』 
鮎哩1患畳凰に∑Z日二王している。  

○ 本事業により親族による金銭搾取等や消費者被害が発見されており、副次的効果としての見萱9鹿能が大きい。  

0 利用料の支払いが遅滞する等トラブルになりやすい利用者が円滑にサ伽ビス利用できるようになり、事業者にとっての屋  
敷生＝ス鮭漁につながっている。  

○ 利用者の状態変化に対応して成年後見制度につなぐとともに、その利用手続きを援助することにより、底重度見剋度の   
利用に寄与。‥   

＜課題点＞  

0 全国的にみると、相談件数、利用契約者数は年々増加しているが、真底皇捜鼠塊差忠地さ。  

○ 本事業の対象と考えられる「在宅で仙人暮らしの認知症高齢者、知的障害者、精神障害者」の数を339，000人と   
推計すると、里盛塊匿表裏利用量数娃ゝ三組連星杢士分といわざるをない。   

＜今後の課題＞  

○ 日常生活自立支援事業の現状をみると、郵便物の確認・整理や通院の調整など、福祉旦＝ど芸盛観殿単行政阜線   
量にとど呈独支援が実施されている。  

○ また、本人の判断能力が不十分なため、まずは本事業のサービスの必要性について本人の自覚を促すための相談が必   
要であり、契約に至らない場合であっても関わりを継続して見守るなど、要支援者の日常生活の継続にとって本蔓墓旦   
姐談金製た主役劃腰重要なものとなっている。  

○ 以上のような現状を踏まえると、福祉サービスの利用や行政手続等にとどまらず、判断能力の不十分な人の日常生活   
上のこ鵬ズを発見し、その判断を支援することにより豊支援畳塾生温を地腹的l∈支ぇ別±鹿みとすることが必要ではない   
か。  
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発表者意見  

○ 周知が不足しているために必要な人に利用されない。剋皮象豊盈畳屋が必要。   

○ 当事者にとっては、月分が「半11断鹿榊出艶注があるので、剋患者数   
育（判断能力敏失う風昭利度理解jぜ必要。．   

0 本A意思忘幽。本人が解約したいと申し出れば、利用していることが本人の財産を守ることになるにも   
関わらず解約せざるを得ない状況もある。   

○ 成年後見制度との関係では、卓立腺激怒が整っ   
て初めて福祉サ軸ビス利用援助事業と成年後見制度が車の両輪となり権利擁護の体制が整うのではないか。  

委員意見  

○（利用者がまだまだ少ないのは）啓発の問題ではない。住民は深刻になる前につかんでいる。（利用者の把握には）塵＿  
民のネットワ叩－ウに入づていくことが必要。  

－26－   



生活福祉資金  

事務局資料   

＜効果＞  

〔）世帯の生活基盤の確保と生活保護受給に至らない又は生活保護からの脱却機能  

○ 社会t経済問題に対しての毯勤戯二盟痘飽機能  

0 地盤生温継鹿亀支援機能  

＜課愚点＞  

○ 平成18年度における貸付状況は、貸付件数が11，034件、貸付金額は112．6億円となっている机近年は激  

減傾向にある。   

0 漸減の要因としては、以下が挙げられる。  

・貸付制度が民生委員の援助指導等の関与、連帯保証人を必要とする等の貸付条件の厳しさ、申請から貸付決  

であること。  定までの審査期間に時間を要すること等、   

■ 岬方、市中における消糞者金融が市民のニーズ（利便のみを追求した手軽な借金）に即時に対応しているため、本   
制度対象者である低庚 着金融を利用し、当該資金の貸付手続きに至らないこと。  

・その他、制度運用上、①滞納債権の増加により豊蛙塞査基峯を慶應に鮎ヱも蟻．、②地温他施艶慶應長徹底   
している、③豊塵劇度盛温風魁 浸こと等  

○盈遣鹿県別農地皇があり、低所得者対策として積極的に資金の活用を図っていないと考えられる県  
がある。近年、自治体の財政歳入不足に伴う対応策として、社会福祉協議会に対し当該貸付原資を返還させ、貸し  
渋りを招き、需要に対応しきれていない都道府県が見受けられる。  
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＜今後の課題＞  

○ 利用の促進と貸倒れ抑制¢両立  

・低所得者の資金需要を踏まえ、   

（1）地域社会の様々なニーズに応じ単なる貸付けではなく専門職による自立生活プラン策定を行う等、忽念飽超應  

支援蜘転換  

（2）資金種類の新設又は簡素化、包括化  

（3）特に多重債務の予防・悪化の防止のため、皐前相談や事 後モ≡追出望吸気塞（債務整理等に関する研修、弁  

護士会等との連携強化等）等（多重債務問題改善プログラム：H19．4．20：多重債務者対策本部決定）をさらに  

おこなうとともに、制度内容を周知し、積極的な活用を促す必要。   

低所得者の資金需要に的確に対応できるよう、民生委員、社会福祉協議会、福祉事務所等を含む風儀磯風¢既  

望監査査連挽をとるとともに、都道 鹿県に本事業の此む三最監監査産め、積極的な事業支援を促す必要。   

貸倒れ抑制を図る観点から、償還指導の徹底、償還を促進するための社会福祉協議会機能を充実し、應鼻姐捷  

凰収を行うとともに、償還免除の対象となる使捜を塾壁する必要。  

発表者意見  

○ 課題としては、  

① 利用者の旦重畳支援型徹底（貸付相談を入り口として自立支援に取り組むこと）。   

（∋豊佃ニーづ松過激痘と藩切な債権管理の両立  

③利用者にとってわかりやすヒユ軋度であること（資金の種類など簡素化できるものは簡素化して誰もがわかりやす  

い制度としていくことが必要）。  

－28－   



○ 救済というネガティブなイメ叩ジから、盤堂麦土地監出堤転換した方がよい。（個人にではなく共同体に貸し付けるゲ   

ラミン銀行のような方法など）  

0 福祉のマネジメントの近代化。ヨニ捌産出∠三度畳のよ．出違取り組み方（コ血デイネ仙トカ）が必要な   

のではないか。  
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社会福祉協議会  

発表者意見  

○社協では、日常生活自立支援事業を軸に、専門職と住民が組む地域総合相談・生活支援のシステムづくりに取り組   

んでいるところ。特に、地縁型組織との連携による吐地舶推進、盈祉彗＝ビ基軋愚   
意腹壁軌監粗捌うつながるかがテーマ。  

0 地域福祉の基礎組織には、地区農協混線地する彪  ある。   

近年は後者が増加（なお、町村は社協直接実施型が多い）。これらは社協事業としてくくるのではなく、社脇が支援主   

星造動剋二上±二と考えるのが妥当。   

0 社協は、基礎組織を基盤に役割として活動するボランティア活動が中心で、手を上げて入ってくるNPO等ボランティアセ   

ンタ痢の活動者等の支援が弱いのではとの指摘があるが、全後腹画去を星型必出く．∈と埋重畳と考えている。  

塩化主星ということもある。困難はあっても仕掛けるペ  0 都市部は基礎組織が弱いが、福迦活  

きことは仕掛けるのが基本ではないか。   

0現在推進しているふれあいいきいきサロンや小地域ネットワ綱り活動が日頃の関係づくりにつながっており、このような豊援   

護竜への個別支援からまちづくりに広がる“場合とまちづく．りわ喧葺援護者につながる場合があるミ，   

○ 社協では、住民自身の計画として地域福祉活動計画の策定を進めており、その中で住民座談会が小地域活動計画   
につながる地域が増えている。 胸になれば、   

住民活動が自治体レベルに反映されてくるのではないか。   

0社協は、2互二過イ．．ン2星二処皇⊇塵塁象覿であり、42；担二望まk自爆墾姐敵機能登支援主義 盈割を担うことが大事。  
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○ 経済界、商店街、生協、社会・教育関係団体、NPO関係の参加については、理事・評議員というだけでなく、塞農   

飽搬皇る．現地遡赴が重要だと思っている。  

委員意見  

○ 市町村社協は校区の立場に立って活動する校区基数連全会、都道府県社会福祉協譲会は市町村社協の立場に   

立って活動する五里並進協連全会七してはどうか。  

（二）社会福祉協議会¢評議員 などの選出基盤と民生委長の選出母体の候補者が挙が・ミ．）てく引レ…卜軌ようなものとの関   
ね望などもあるかもしれない。経済界、商店街、生協、社会一散育関係団体、NPO関係が広がってくると、もう鵬度地   
域づくりのエネルギmが出てくるのではないか。   

0 福祉アケヒスビリティを考えていくにあたり、社協の行う地域総合相談の福祉アワセシビリティとスウリ川・ニンヅ機能の評価  

が必要。   

0捜会題赴協議会塵法規畳は、社会福祉法の前身が社会福祉事業法のため歴史的にも事業者団体のクラブのような   
性格が強く、佳農地塊造動地。今、地域福祉の基盤として、地域団体、自治会、町内会等が基   
盤になる部分と、地域に立脚しているけれども組織からは自由な形で活動している様々なボランタリ血な動きがある申   
で、社会福祉協議会の位置づけが現行のままでいいのかり  
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事務局資料  

＜課題点＞  

○ 募金実績額が里盛ヱ亀鑑星ピニ望に漉坐している。  

○ 共同募金の使途は多岐にわたっているが、適地L塵ど男鹿扱がある。  

○ 地域のさまざまな福祉活動に適切な配分を行うために、叡道府県ことに象限金を集虹展則とも丑監虻酉己分室   
るという現行の仕組みのま圭で十分か。   

＜今後の課題＞  

0 共同募金は、これまで民間福祉活動の財源の主要な担い手として大きな役割を果たしてきたところであり、地域   
福祉における民間活動の活発化に対応し、多様な団体の活動を支援するとともに、艶♭日豊丑¢裏地豊艶成亘る   
推進役と占三の役量的て期待されている。  

発表者意見  

0 募余の増強、＿地域福祉活動支援への転換、N．PP等多様な主体との協働、＿市町村組織の充実強化が課題く）   

0 市民参旭、＿透明性の確保、．市町村共同募金委員会の設置、寄付にブいての啓発を通しこ市民の井高財産として   

共同募金を発展させたい。   

0 地域をつくり市民を応援する、皇国規腰坦造動、災害睦艶痘を基軸に新しい役割を果たしていきたい。  

○ 地域の問題解決のため、  い。  

○ 募金しやすい方法としてインターネットや自動販売機、ドナ叩チョイス等親地象金．閻魔に取り組んでいるところ。  
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委員意見  

○ 地ようにする必要がある。  

0 現在共同募金分会の委員は募集重視で自治会や諸団体が中心だが、新たに審査委員会の役割を求めるのなら   
は、配分審査のための裏門性」艶一層頼性のあ剥隆盛とする必要がある。  

○ 社協への配分は、地域活動の財源として再配分されている現状からすれば、姓協亀虫風支援鰻艶址遡能力豊   
全国的に高めていく必要がある。  

○福赴勉近鎧但というものが非常に遅れている。皇辺曳辺捜艶が弱いのではないか。  
・塞出鼻墾三二芸蟄募金≡珊効果などをきちんと公腰も公表する、それをキャッチフレ鵬ズにしてPRに活  
用するといった取組がないと地縁血縁以外の人を動かせない。  

・自治会は義務で集めてくれるがそこが廃れてくると減り、若い人はうまくいっていない。豊艶隼艶歴史鼠連を把握  
する必要がある。  

0 募金額を上げるために組織を整備することと募金の増強は別のメカニズム。募金の増強にはインセンティプをどう与え   
るか。豊重量差金地が働く。  

0 当事者募金に多額の寄付が集ることをみると鵬旦力はある。  

○ 労力では参加できないが、お金でなら参加できるという人たち象捌提示していくことが大事  

○ 新しい層、若い人達にも浸透させたい。基ぃ△亙ら旦感覚にあわせた働きかけが必要。  

0 集めることだけでなく、どう使うか、評価をどうするか、人をどう育てるかが問題になってきている。とすると、ヲアンドレ劇  
ザ」、ソ臍シヤルワ騨力wなど言い方は色々だが、人  が出てこないとおかしい。  

0 地境を地卜する人を育てるよう象畳仕金のあり方を考えなければいけない。  
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地域福祉計画  

事務局資料  

＜効 果＞  

0 小地域活動のエリア、地域包括支援センターのエリア等量豊里里墾設定駐：迫）王諷整することができた。  

○ 捷劇腰媚L拠点豊優につながった。  

○ 庁内横断的な検討委員会の開催により関係各課の地域福祉や住民参加に関する理解が深まり、連換風儀塵基   
盤剋になった。  

○ 住民が地域の課題に気づき、佳民姓敷地薮皇脚ビスが生まれた。   

＜課 鹿＞  

O「相談、サ【ビスを総合化する」「相談しやすい窓口にしていく」「住民の福祉活動を支援する」等が言匿われている   
が、具体化方策にフいては明示されていない計画も多い。  

○ 調査が実施されているものの、福祉活動に参加したいかといった意識調査が主で、具倦戯恕監護恩義鼻把腰L分捉   
蛙二土分空包出ため、課題の解決方策を示すに至っていない。  

○ 住民の関心の高いひとり暮らしの安否確認等の高齢者関係の課題が中心で、孤立死や緋掴死、差別偏見等の   
深刻な問題、地域 の少数者の問題を取上げてし埼＿ものは少おぃ。   

＜今後の課題＞  

0住民懇談会や意識調査の実施のみでは把握しにくい企及畳剣馳凰隠！∈塵畳雲   
ける必要（，  

け 当研究会により明らかになった地域の要支援者の声なき声をくみあげる仕組み。  
－ 地域の要支援者を把握する仕組と要支援者の日常の生活変化を察知する見守りの仕組みづくり。  

0 これら地域の問題や要支援者の発見方策を周辺支援羞として提示。（例・実態調査やマップづ〈りの手法、具体   
例の収集と提供、指針を通知。）  
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○ 要支援者を支援する住民福榔が必要。  
－ これら住民活動が機動的、即応的で、継続性の担保されたものとするため、住民活動の計画策定を推進  

し、その計画と財源がリンウする仕組みづくり。  

委員意見  

0 地域福祉計画では、計画作りだけでなく放逸段盤に⊇ま虻∈羞慮民農地を進め急ことが必要。   

○ 地域の範囲は、腹選王り望と施辿墾三脚る必要。福祉以外の分野との連携なくしてはできない。  

○五拙でどのように計画を作るかということでは、①自治体はそのエー」アのデ州タを全部出し、住民   
が自分たちの地域のことを本格的に議論できるようにすることが必要、②防災の問題は福祉と密着しており、肪選を切り  

口にするとさまざまな問題の見通しができてくるのではないか。   

○地区レベルの計画はできてきたが、そこから産室迂戯盟題がある。障害と高齢によりがちで児童や子育てが落ちる。福   
祉人材の養成なども入ってきていない。福祉サ側▲さことによるのではないか。条例姦ど要   

住民参加での進行管理を位置付けることも必要か。20pO年の地域福祉の捉え方とは違・りてきている．  

【具体的事例】  

（伊賀市社協）社協の地域福祉活動計画と一体で作成。住民自治協議会の計画は、総合計画に反映することになって   

いる。地域福祉計画が住民自治協議会の計画に反映すれば市の総合計画に反映し、いずれは町を変えていけるという  

ことにもなると考えている。  

（全社協）社協では、住民自身の計画として地域福祉活動計画の策定を進めており、その中で住民座談会が小地域活   
動計画につながる地域が増えている。亜地毯基数丑塵出廷塊塩赴温動丑凰L地塊福鹿鼓應腰楓真鯉る彪にな   
れば、住民活動が自治体レベルに反映されてくるのではないか。（再掲）  
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地域包括支援センターにおける  
相談支援について  

平成20年1月30日  

厚生労働省老健局   



地域色措支援センターの取組状況  

1 設置目的  

地域包括支援センター（以下「センター」）は、地域住民の心身の健康の保持及び生活の安   

定のために必要な援助を行うことにより、地域住民の保健医療の向上及び福祉の増進を包括   

的に支援することを目的として、包括的支援事業等を地域において一体的に実施する役割を   

担う中核機関として設置。  
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地域包括支援センター（地域包括ケアシステム）のイメージ  
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・事業者による事業実施  
主任ケア  
マネジャー等  

チームアプローチ  保健師等  
1  

再アセスメント  主治医 ケアマネジャー  

居宅介護支援  
事業所   

■  
中立性の確保＿＿一一  

＿＿＿＿＿ふ人材確保支濱  

t  

l  

l  

1  

1  

1  

1  

1  

1  

1  
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三亙区町村ごとに設置  

（市区町村が事務局）  
‾‾‾‾t■－■■■‾‾‾‾‾●■■‾－■－‾●‾t‾，‾l  

：包括的支援事業の円滑な実： l施、センターの中立性・公正： ノ性の確保の観点から 
、地域：  

∴「の実情を踏まえ・選鼠 ヱ  
＿＿．＿＿＿＿－＿＿＿＿＿＿．＿．．．＿＿＿＿＿＿＿」   

介護保険サービスの関係者  利用者、被保険者（老人クラブ等）  

関係団体、介護支  地域医師会、福祉  援専門員等の職能    団体   地域包括支援センター  
運営協議会  NPO等の地域サー  ビスの関係者  
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権利擁護・相談を担う関係者  



2 事業内容（センターと指定介護予防支援事業者）  
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介護予防事業に関する  

ケアマネジメント事業   
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絵合相談支援事業  

包括的支援   

事業  

権利擁護事業  

包括的・継続的  

マネジメント事業   

l  
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3 設置．運営   

○ 平成20年4月から本格施行。  

※ センターの設置については、介護保険法の一部改正に伴う経過措置により、  1日から  平成18  

平成20年4月1日までの2年間で設置。  

○ 設置主体は、市町村。ただし、老人介護支援センターの設置者その他厚生労働省令で定   

める者に委託可能。  

4 設置数  
※平成19年4月末現在、保険者数1，670保険者  

3，831箇 所   ○ センター設置数  

1．640保険者（98．2咄  ○ 設置保険者数  

○ 未設置保険者数  30保険者  

※ 未設置保険者の有する都道県に対して、全国会議や事務連絡により、設置の支援を要請  
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センターにおける総合積読支摸業務  

1総合相談支操業♯の内容  ＜「地域包括支援センター業務マニュアル」より＞  

①地域におけるネットワーク構築  

センターは、支援を必要とする高齢者を見い出し、保健■医療■福祉サービスをはじめとする適切な支援につなぎ、継続的な見守りを行い、  

更なる問題の発生を防止するため、地域における様々な関係者のネットワークの構築を図る。  

②実態把握  

総合相談支援業務を適切に行う前提として、①のネットワークを活用する他、様々な社会資源との連携、高齢者世帯への戸別訪問、同  
居していない家族や近隣住民からの情報収集等により、高齢者の心身の状況や家族の状況等についての実態把握を行う。  

（卦総合相談支援   

ア 初期段階ての相談対応   

・本人、家族、近隣住民、地域ネットワーク等を通じた様々な相談を受けて、的確な状況把握等を行い、専門的・継続的な関与又は緊急  

の対応が必要かどうかを判断。   

・適切な情報提供を行うことにより相談者自身が解決することができると判断した場合には、相談内容に即したサービス又は制度に関  

する情報提供、関係機関の紹介等を実施。   

イ 専門的一継続的な相談支怯   

・初期段階の相談対応で、専門的・継続的な関与又は緊急の対応が必要と判断した場合には、当事者への訪問、当事者に関わる様々  

な関係者からのより詳細な情報提供を行い、当事者に関する課題を明確にし、個別の支援計画を策定。   

・支援計画に基づき、適切なサービスや制度につなぐとともに、当事者や当該関係機関から、定期的に情報収集を行い、期待された効  

果の有無を確認。  

2 総合相談の実施状況  

約 553万件   

約 540万件（98％）  

○ 平成18年度相談実施件数（のべ件数）  

・介護保険その他の保健福祉サービスに関すること   

（介護保険利用、住宅改修等）  

・権利擁護（成年後見制度等）に関すること  

・高齢者虐待に関すること  

約 7万件 （1％）  

約 6万件 （1％）  

※平成18年度地域支援事業交付金の事業実績報告よリ  
⑤   



障害者に対する相談支援事業について  

2008年1月30日  

厚生労働省社会■援護局障害保健福祉部   



地域における相談支援体制と課題  

＿1－   



接事業のイメージ  
∵∵三－－－ 

＿、、 

障害者相談支  
＿ ＿＿一一プ÷＝÷  

サービス担当者会議  

埠域生活支虜専業  

′  
′  

′  

′  
′  

′  

市町村相談  

支援機能強  

化事業  

成年後見制  

度利用支援  

事業  

ヽ  
ヽ  

住妻入居専  

ヽ ヽ  
（居住サポート  ヽ  

事草）  

′                               J■                          ■■■  
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′  ノ■  
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、  

ヽ                                      ヽ  
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社会生活力を高めるための支援  

l  

異分野多職種協働  

社会資源の活用支援  ピアカウンセリング  

専門機関の紹介  総合的な相談支援  権利擁護のための必要な事業  

′ 委託相談支援事業の運営評価  

中立公平性の確保  
′ 

′  

． 困難事例への対応協議調整ノ′ ′  
′  

ネットワーク構築  ／  

′ 地域資源の開発改邑′′  

人材活用（専門朗成員－アドバイザー）   地域自立支援協議会の運営  



ライフステージ移行と障害者相談支援について   



自立支援協議会 の目的■機能  

暮・困難事例や地域の現状一課題等の情報共有と情報発信  情報機能  

■地域の関係機関によるネットワーク構築  

・困難事例への対応のあり方に対する協議、調整  調整機能  

開発機能  ■地域の社会資源の開発、改善  

教育機能  ・構成員の資質向上の場として活用  

権利擁護機能  ・権利擁護に関する取り組みを展開する  

委託相談支援事業者の運営評価  ▲中立■公平性を確保する観点から、   
・サービス利用計画作成費対象者、重度包括支援事業等の評価  
一市町村相談支援機能強化事業及び都道府県相談支援体制整備事業  評価機能  

＿A－   



題の普遍化）   援協議会は  



相 談 支 援 の 実 施 状 況 に つ い て  

市町村相談支援体制  

障害者相談支援事業の実施方法（市町村実施率：100％）  平成19年4月1日現在  

市町村直営   指定相談支援事業者等に委託   市町村直営＋委託   

25％   58％   17％   

2市町村相談支援機能強化事業の実施状況  
平成19年4月1日現在  

実 施 済   H19年度中に実施予定   未 実 施   

35％   8％   57％   

3居住サポート事業の実施状況  平成19年4月1日現在  

実 施 済   H19年度中に実施予定   未 実 施   

12％   6％   82％   

地域自立支援協議会  

1地域自立支援協議会の設置状況平成19年12月1日現在（1759市町村／1798市町村の状況）  

未 設 置  

実 施 済  
H19年度中に設置予定   設置予定なし   

51％   29％   20％   

1都道府県相談支援体制整備事業の実施状況  平成19年4月1日現在  

芙 施 済   指定相談支援事業者等   未 実 施  
都道府県直営  に委託   

57％   13％   44％   43％   

1都道府県自立支援協議会の設置状況 平成19年12月1日現在  

設 置 済   平成19年度中に設置予定   

70％   30％  



子育て等児童に対する相談支援事業について  

2008年1月30日  

厚生労働省雇用・均等児童家庭局   



子育ての孤立化と負担感の増加  
○地域のつながりが希薄化するとともに、長時間労働等により父親の育児参加が十分に得られない中、子育て   

が孤立化し、負担感が大きくなっている。  

○ 保育サービス等の就労を支えるサービスだけでなく、就労の有無にかかわらず、すべての子育て家庭を支え   
る取組が必要。  

妊娠中又は3歳未満の子どもを育てている  

母親の周囲や世間の人々に対する意識  地域の中での子どもを通じたつきあい  

0％ 10％ 20％ 30％ 40％ 50％ 60％ 70％  0％10％20％30％40％50％60％70％80％  

社会全体が妊娠や  

子育てに無関心・冷  

たい  

子育ての悩みを  

相談できる人が  

いる  

社会から隔絶され、  
自分が孤立している   

ように感じる  

子どもを預けられ   

る人がいる  

不安や悩みを打ち明  

けたり、相談する相4  
手がいない  

子どもをしかって  

くれる人がいる  

資料：財団法人こども未来財団「子育て中の母親の外出時等に関する  

アンケート調査結果」（2004年）  
資料：㈱uFJ総合研究所「子育て支援策等に関する調査研究」  

（厚生労働省委託）（2003年）  
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子育て等児童に対する相談支援事業  

○市町村・・・地域における身近な相談支援を実施  

・児童委員・主任児童委員制度   

一 母子保健事業  

・生後4か月までの全戸訪問事業  

・地域子育て支援拠点事業  

○都道府県等・・正難な事例について専門的な相談支援を実施  

1児童相談所における相談支援  

・市町村も含めた虐待防止のネットワーク  等  

2   



児童委員・主任児童委員について  

○児童委員は、市町村の区域に置かれ、民生委員法に基づく民生委員を兼ねる。  
○ 厚生労働大臣が児童委員のうちから主任児童委員を指名。  

旦」陸産  
○ 児童委員は、  
・児童及び妊産婦の生活環境の情報を適切な把握  

・福祉サービス等の適切な利用のために必要な情報の提供等  

・社会福祉事業を行う者等との連携、児童福祉司等の職務への協力  
を行う。  

○ 主任児童委員は、児童の福祉に関する機関と児童委員の連絡調整、児童委  
員の活動に対する援助及び協力を行う。  

（平成19年12月1日現在）  
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活動状戻  第3回本研究会（平成19年11月9日）提出資料よリ  

○年間め総活動件数は約3，000万件  

○相談支援活動については、784万イ     えており、   
①分野別では、「高齢者に関すること」が半数を超え、「子どもに関すること」が2割弱、「障  

I 害者に関すること」が1割弱。  
l  

②内容別では、日常的な支援、在宅福祉、健康■保健医療、児童関係など幅広い相談を  
実施。  

○ 民生・児童委員1人の1月当たりの活動は、相談支援件数が約3件、訪問連絡調整回数が  
約17件、その他の活動件数が約8件で、1月当たりの平均活動日数は、13．2日。  

内容別相談t支援件数（全体）  分野別相談・支援件数（全体）   
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児童福祉法（昭和22年12月12日法律第164号）抄  

第五節 児童委員  

第十六条 市町村の区域に児童委員を置く。  
②民生委員法（昭和二十三年法律第百九十八号）による民生委員は、児童委員に充てられたものとする0  
③厚生労働大臣は、児童委員のうちから、主任児童委員を指名する。  
④前項の規定による厚生労働大臣の指名は、民生委員法第五条の規定による推薦によって行う。   

第十七条 児童委員は、次に掲げる職務を行う。  
一 児童及び妊産婦につき、その生活及び取り巻く環境の状況を適切に把握しておくこと。  
二児童及び妊産婦につき、その保護、保健その他福祉に関し、サービスを適切に利用するために必要な情報の提供その他の援助及   
び指導を行うこと。  

三 児童及び妊産婦に係る社会福祉を目的とする事業を経営する者又は児童の健やかな育成に関する活動を行う者と密接に連携し、   
その事業又は活動を支援すること。  

四 児童福祉司又は福祉事務所の社会福祉主事の行う職務に協力すること。  
五 児童の健やかな育成に関する気運の醸成に努めること。  
六前各号に掲げるもののほか、必要に応じて、児童及び妊産婦の福祉の増進を図るための活動を行うこと。  

②主任児童委員は、前項各号に掲げる児童委員の職務について、児童の福祉に関する機関と児童委員（主任児童委員である者を除く。  
以下この項において同じ。）との連絡調整を行うとともに、児童委員の活動に対する援助及び協力を行う。  

③前項の規定は、主任児童委員が第一項各号に掲げる児童委員の職務を行うことを妨げるものではない。  
④児童委員は、その職務に関し、都道府県知事の指揮監督を受ける。  

第十八条市町村長は、前条第一項又は第二項に規定する事項に関し、児童委員に必要な状況の通報及び資料の提供を求め、並びに  
必要な指示をすることができる。  

②児童委員は、その担当区域内における児童又は妊産婦に関し、必要な事項につき、その担当区域を管轄する児童相談所長又は市町  
村長にその状況を通知し、併せて意見を述べなければならない。  

③児童委員が、児童相談所長に前項の通知をするときは、緊急の必要が あると認める場合を除き、市町村長を経由するものとする。  
④児童相談所長は、その管轄区域内の児童委員に必要な調査を委嘱することができる。  
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生後4か月までの全戸訪問事業（こんにちは赤ちゃん事業）【実施主体＝市区町村】  
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平成19年度「生後4か月までの全戸訪問事業」及び「育児支援家庭訪問事業」都道府県別実施状況  

生後4か月までの全戸訪問事業  

（こんにちは赤ちやん事業）  

生後4か月までの全戸訪問事業   

にんにちは赤ちやん事業）  
育児支援家庭訪問事業  育児支援家庭訪問事業  

l実施市区町村数  l   実施率   l実施市区町村数  l   実施率  l   l実施市区町村数   実施室   実施市区町村数   実施率   

北 海 道   103   57．2％   70   38．9％   滋 賀 県   18   69．2％   13   50．0％   

青 森 県   19   47．5％   2了．5％   京 都 府   16   61．5％   14   53．8％   

岩 手 県   30   85．7％   20   57．1％   大 阪 府   18   41．9％   31   72．1％   

宮 城 県   35   97．2％   31   86．1％   兵 庫 県   28   68．3％   23   56．1％   

秋 田 県   13   52．0％   4   16．0％   奈 良 県   16   41．0％   15   38．5％   

山 形 県   28   80．0％   20   57．】％   和 歌 山 県   10   33．3％   6   20．0％   

福 島 県   26   43．3％   14   23．3％   鳥 取 県   15   78．9％   3   15．8％   

茨 城 県   24   54．5％   20   45．5％   島 根 県   17   81．0％   52．4％   

栃 木 県   18   58．1％   17   54．8％   岡 山 県   17   63．0％   16   59．3％   

群 馬 県   26   68．4％   15   39．5％   広 島 県   18   78．3％   47．8％   

埼 玉 県   27   38．6％   25   35，7％   山  口 県   14   63．6％   10   45．5％   

干 葉 県   27   48．2％   15   26．8％   徳 島 県   12   50．0％   9   37．5％   

東 京 都   2了   43．5％   42   67．7％   香 川 県   10   58．8％   6   35．3％   

神 奈 川 県   12   36．4％   15   45．5％   愛 媛 県   7   35．0％   5   25．0％   

25   16   新 潟 県  71．4％  45．7％   高 知 県   19   54．3％   31．4％   

富 山 県   73．3％   4   26．7％   福 岡 県   31   47．0％   31   47．0％   

石 川 県   19   100．0％   19   100．0％   佐 賀 県   19   82．6％   8   34．8％   

福 井 県   14   82．4％   6   35．3％   長 崎 県   21   91．3％   16   69．6％   

山 梨 県   20   71．4％   19   67．9％   熊 本 県   29   60．4％   13   27．1％   

長 野 県   47   58．0％   28   34．6％   大 分 県   61．1％   9   50．0％   

岐 阜 県   21   50．0％   15   35．7％   宮 崎 県   10   33．3％   5   16．7％   

静 岡 県   30   71．4％   18   42．9％   鹿 児 島 県   23   4臥9％   10   20．4％   

愛 知 県   29   46．0％   35   55．6％   沖 縄 県   33   80．5％   17   41．5％   

三 重 県   20   69．0％   12   41．4％   全 国 平 均   1，063   58．2％   784   42．9％  

平 成18年 度  451   24．6％  

※ 各都道府県には政令指定都市・中核市を含む。  

※ 平成19年度予定  β   



地域子育て支援拠点事業  

○子育て中の親の育児不安に対応するため、地域において子育て親子が気軽に集ま   
り、交流・相談できる拠点を設置（実施主体‥市町村（NPO法人、社会福祉法人等への委託も可）  

ひろば型  児童館型  センター型   

（彰子育て親子の交流の場の提供と交流の促進  ②子育て等に関する相談・援助の実施  

③地域の子育て関連情報の提供   ④子育て及び子育て支援に関する講習等の実施  

常設のつどいの広場を  

開設して実施  

専任の保育士等を配置して   

園庭や専用スペース、  
地域資源を活用して実施  出張ひろば（加算）→次年度開設のステップ  

地域の子育て力を  

高める取組（加算）   

→学生等ボランティアの  

受入・養成、世代間■異年齢  
児の交流、父親の育児参加   

促進、公民飴等地域に  

出向いた支援活動  

※公民館等地域に出向いた  

地域支援活動の実施が必須   

平成19年度 4，393カ所  
※H19．10月下旬時点の実施か所数（見込みも含む）   

平成16年度 2，．940カ所  
（地域子育て支援センター事業、つどいの広場事業）  

＝＝＝三＞  
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児童相談所の概要  

○都道府県1旨定都市及び児童相談所設置市（横須賀軒金沢市）  

巧 一モ’売  

①相談、調査、診断、判定、援助決定  
②在宅指導、児童福祉施設入所措置、里親委託等  
③ 一時保護等  

旦 軽量  
○所長、児童福祉司、精神科医（嘱託可）、児童心理司等（児童相談所の規   

模によって異なる。）  
○職員総数8，331人（平成19年4月1日現在）  

0196カ所（平成19年7月1日現在）  
うち、一時保護所を併設する児童相談所117か所  
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児童相談所における相談件数の推移  

○ 児童相談所の相談総数のうち、約7割を障害・育成相談が占める。  

○ 全国の児童相談所における各種相談件数のうち、虐待相談が急増している。  

（単位：件）  

児童相談所数  相談総数  非行関係相談  障害相談   育成相談  その他の相談  
虐待相談   

平成12年度   174   361，124   
52，851   17725   17，073  189，58′1   6 33，之62  

5％   5％   52％   19％   9％   

平成13年度   175   381，843   61525   23274   16,8411 203，218   67，424   32，835  

16％   6％   4％   53％   18％   9％   

平成14年度   180   398，025   63，886   23738   15，670   223937   63，584   30 

16％   6％   4％   56％   1 

平成15年度   
66，301   

182   341，629  261569   16508   159，017   6旦，，4フ阜   34， 

19％   8％   5％   47％   19％   10％   

平成16年度   
74，435   

182   351，838  33，408   18，084  158598   6阜L旦旦旦   35，3β与  

21％   9％   5％   45％   19％   10％   

平成17年度   187   349，911   
6⊥旦9 75，668  34，472  17571  162982  ＿、一．，．，，、 32，386  

22％   10％   5％   47％   18％   9％   

平成18年度   
78863   

191   381，757  
37323   17166  194871   61061   Z9，796  

8％   
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児童虐待相談対応件数の推移  

○ 全国の児童相談所における児童虐待に関する相談件数は、児童虐待防止法施行前の平成  

11年度に比べ、直近の平成18年度においては3．2倍に増加。  

平成2年度   平成3年度   平成4年度   平成5年度   平成6年度   平成7年度   平成9年度  平成10年度   

（1．00）   （1．06）   （1．25）   （1．46）   （1．78）   （2．47）   （3．73）   （4．86）   （6．30）   

1，101   1，171   1，372   1，611   1．961   2，722   4，102   5，352   6，932   

平成11年度  平成12年度  平成13年度  平成14年度  平成15年度  平成16年度  平成17年度  平成18年度  

（10．56）   （16．10）   （21．13）   （21．56）   （24．13）   （30、34）   （31．31）   （33．90）   

11，631   17，725   23，274   23，738   26，569   33．408   34，472   37，323   

（注）表中、上段（）内は、平成2年度を1とした指数（伸び率）である。   
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地域における児童虐待防止のシステム  

○従来の児童虐待防止対策は、「児童相談所」のみで対応する仕組みであったが、平成16年の児童虐待防  
止法の改正により、「市町村」も虐待通告の通告先となり、「市町村」「児童相談所」が二層構造で対応する仕  
組みとなっている。  

○現在、各市町村単位で、要保護児童対策地域協議会（又は虐待防止ネットワーク）の設置が進められている  
ところ（平成19年4月1日現在、84．1％が設置見込み）  

相談・通告  

都道府県  
福祉事務所  

‾■■1！已■一   

里  

相   

所  

相談・通告  

相談・通告  

措置等  

、 
≡二㌻≒、  

送 致  

送致等  

三  ＞  
支援等  保育所・幼稚園  

学校・教育委員会  

筍巨   察  
申立て・送致等  

送致・通告等  
医療機関  

家庭裁判所  

′  保健所  

要保即童対策地域協議会  

（子どもを守る地域ネットワーク）  

′  
ノ′  

′′  
一′  

一■  
一■■   

、 ■・・■  
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（子どもを守る地域ネットワーク）  要保護児童対策地域協議会について   

果たすべき機能  

要保護児童の早期発見や適切な保護を図るためには、  

・関係機関が当該児童等に関する情報や考え方を共有し、  
・適切な連携の下で対応していくことが重要  

であり、市町村（場合によっては都道府県）が、要保護児童対策地域協議会を設置し、  
①関係機関相互の連携や役割分担の調整を行う機関を明確にするなどの責任体制を明確化すると   

ともに、  

②個人情報保護の要請と関係機関における情報共有の在り方を  明確化することが必要  

保育所  

4   



市町村における児童家庭相談体制の状況（都道府県別）  

○ 要保護児童対策地域協議会又は虐待防止ネットワークの都道府県別設置状況  

要保護児童対策  虐待防止  

地域協議会  ネットワーク  
全体  

数   ％  数  ％  数 9る   

滋 賀 県   42．3％   15  57．7％   26  100．0％   

京 都府   5  19．2％   13  50．0％   18  69．2％   

大 阪府   40  93．0％   2   4．7％   42  97．7％   

兵 庫 県   39  95．1％   2   4．9％   41  100．0％   

奈 良 県   19  48．7％   9  23．1％   28  71．8％   

和歌山県   18  60．0％   5  16．7％   23  76．了％   

鳥 取 県   15  78．9％   4  21．1％   19  100．0％   

島 根 県   20  95．2％   4．8％   21  100．0％   

岡 山 県   21  77．8％   3  11．1％   24  88．9％   

広 島 県   19  82．6％   3  13．0％   22  95．7％   

山 口 県   18  81．8％   0   0．0％   18  81．8％   

徳 島 県   16  66．7％   6  25．0％   22  91．7％   

香 川 県   7  41．2％   7  41．2％   14  82．4％   

愛 媛 県   15  75．0％   5．0％   16  80．0％   

高 知 県   12  34．3％   31，4％   23  65．7％   

福 岡 県   25  37．9％   13  19．7％   38  57．6％   

佐 賀 県   47．8％   4  17．4％   15  65．2％   

長 崎 県   16  69．6％   6  26．1％   22  95．7％   

熊 本 県   33  68．8％   14  29．2％   47  97．9％   

大 分 県   16  88．9％   2  11．1％   18  100．0％   

宮 崎 県   15  50．0％   2   6．7％   17  56．7％   

鹿児島県   22  44．9％   9  18．4％   31  63．3％   

沖 縄 県   16  39．0％   26．8％   27  65．9％   

全   国  1，193  65．3％   343  18月％  1，536  84．1％   

要保護児童対策  虐待防止  

地域協議会  ネットワーク  
全  

数   ％   数   ％   数   ％   

北 海 道  118   65．6％   36   20、0％   154  85．6％   

青森 県  24   60．0％   4   10．0％   28   70．0％   

岩 手 県  33   94．3％   2   5，7％   35   100．0％   

宮 城 県  23   63．9％   30，6％   34   94．4％   

秋 田 県  16   64．0％   4．0％   17   68．0％   

山 形 県  15   42．9％   19   54．3％   34   97．1％   

福 島 県  25   41．7％   19   31．7％   44   73．3％   

茨城 県  35   79．5％   3   6．8％   38   86．4％   

栃 木 県  30   96．8％   0   0．0％   30   96．8％   

群 馬 県  13   34．2％   28．9％   24   63．2％   

埼玉 県  65   92．9％   5   7．1％   70   100．0％   

千 葉 県  30   53．6％   24   42．9％   54   96．4％   

東京 都  39   62．9％   9   14．5％   48   77．4％   

神奈川県  32   97．0％   3．0％   33   100．0％   

新潟 県  16   45．7％   9   25．7％   25   71．4％   

富 山 県  12   80．0％   0   0．0％   12   80．0％   

石 川 県  19   100．0％   0   0．0％   19  100．0％   

福 井 県  13   76．5％   4   23．5％   17   100．0％   

山 梨 県  24   85．7％   3   10．7％   27   96．4％   

長 野 県  36   44．4％   13   16．0％   49   60．5％   

岐阜 県  42   100．0％   0   0．0％   42   100．0％   

静岡 県  19   45．2％   19   45．2％   38   90．5％   

愛 知 県  62   98．4％   1．6％   63   100．0％   

三 重 県  23   79．3％   6   20．7％   9   100．0％  

都道府県数  設置済み   

市町村の割合  （構成比）   

100％   
13  

（27．6％）   

80％～99％   
18  

（38．3％）   

60％～79％   
14  

（29．8％）   

40％～59％   
2  

（4．3％）   

20％～39％   
0  

（0．0％）   

0％～19％   
0  

（0．0％）  

※ 平成19年4月1日現在  

⑮   
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ヲオ細マル・インフォ細マル  

サ触ビスの連携  

相談支援のワンストップ偲  

富士宮市地域包括支援センタ細  

土屋 章己   



地域社会での現状  

1援助が必要でありながらも苦れを自ら顕在偲   

♭雷管細ビス利用に至らない入荷の増効目  

（独居高齢者、認知症、知的障害、精神障害）  

早期発見、 気づき、 見守りが必要   



2 生活≡細 ズが多様化、複雑イ㌫高度化♭竃  

い－る人々  

定型的な援助では対応できない状況炒ら行  

政、社協、NPO，地域住民など広志る連  

携。協働が必要となる。   



が存在している人々  

が脳梗塞で倒れる  

初期認知症（同居）  

精神障害∈既婚 別居∋  

同居 知的障害 Bl（軽度∋  

⑳父親∈73歳）  

⑳母親（70歳）  

⑳長女（40歳）  

㊧長男∈35歳）  

家計を管理し、家事を行っていた父親が倒れ、長女が  
家計を預かるが収支が取れなくなり、1年余りで預金  
を使い果たし、長女。長男共にサラ金で多額の借金を  
つくるくj  

払いが滞る。  父親の入院費   

その後父親は退院となったが、適切な介護保険背馳ビ  
スが受iブられなくな∋ていた。   



具体的な支  内容  

膠父親⇒退院後の介護保険申請、父親の年金遵  
帳を守る為、地  事業利用支援⑳  

砂母親靖日々の生活に関する童鼠長男の服  
指示ゆ父親の通院時紛堅の事配尊重私闘  

の支援。  

長女中背ラ金の借金の自己破産支援。生活費  
の使い方の支援。  

長男ヰサラ金の借金の自己破産支援。療育手  
申請支援。障害基礎年金の申請。  

就労支援。生活費の使い方の支援。  
健康指導。  

●  
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しかし現状では  
l
●
 
 

l
●
 
 
 

E多様な相談機関∃  

。福祉ヰ福祉事務所、在宅介護支援ゼシ  

タ触。児童相談所も  

≡障害支援センタ細等  

。保健薄保健センター   

◎医療⇒病 院、診療所  

◎介護保険中居宅介護支援事業所  

。・介護保険外→福祉事務所、在宅介護支援   
ゼシタ細等   



多様な相談者  

e高齢者（障害者）本人、その家族  
・親族  

⑳近隣の住民  

。民生児童委員  
。介護相談員  

。自 ・老人クラブ  

。ボランティアグループ  
・介護サ触ビス事業者  

魯行政機関（種々の部局、字岳祉事務所も  
保健センタ細等）  

。医療機関   



問題点  

◎ど∈f≡相談に行けば良いのか分からない  

（窓日の多様化）  

。窓日を訪れな侍れぼ相談できない  
（申請主義、 アウトリbチという意識が無い）  

。欄箇所で相談が終わらない（たらい固♭）  
（法体系の縦割り、専門性の欠如。  

◎相談だけでその後の支援l≡∋ながらない  

（ネットワ如クの欠如）   



地域包括支援センタ細と相談支援事業  
介護保険法 地域支援事業  

相思合相談支援事業者」に求められぞいるもの  

0高齢者が住みなれた地域でその人らしい生活を続唇音  

られるように支援する。（包括的マネジ演ン巨）  

○様々な内容について総合的lこ相談できる仕組み  

①地域におけるネットワ鵬ク構築  

②高齢者の実態把握   

（ブランチ◎民生児童委員・老人クラブ）  

③総合相談  

④権利擁護業務（虐待や消費者被害への対応）  

8   



障害者の相談支援窓口  

∴きま■で   

障害者（身体。知的）ヰ障害福祉課   

精神障害者→保健所   障害児ヰ児童福祉課   

児童ヰ家庭児童相談室 療育保健センタ蜘  

。∈れ力＼ら   

保健。医療・福祉・≡障害争総合相談   

権利擁護噌マネジメント  

J  

指定相談事業所（市・法人へ委託可）  

3障害支援センター（国。県。市）   



障害者自立支援法と相談支援事業  

地域生活支援事業  

1  「相談支援事業者」に求められ貰いる竃の  

8宮野マネジメント機関としでの役割  

①利用者のインテーク  

②利用者の≡鵬ズの記述と把握  

③ケアプランの作成  

④背馳ビス調整  

⑤利用者の自己決定の支援  

⑥利用者のエンパワーメント  

⑦モ≡タ曹」ングと権利擁護  

川   



総合相談業務に 求められるもの  

1 初期段階での相談対応   

アゼスメントにおける正確で重要な情報   

収集の能力及び利用者の参加を促進す   

る働きかiヲ能力  

2 継続的、専門的な相談支援   

①訪問（アウトリ触チ）による相談や  

情報収集   

②支援計画の策定   

③サ如ビス提供機関や専門相談機関への  

∋なぎ（ヨ吻ディネイト）   

④継続支援のためのモニタリング  

11   



3 相談支援のための専門的能力。力 

①インテ血クー≡おける面接及びヨミュ≡   

ナーーl‥ミノヨン能力  

②サ‰ビス調整における地圭或社会の社会資   

源の把握能力  

③利用者の主体性を重視する能力  

④地域におけるネットワ触クを構築する能力  

⑤権利擁護を推進する能力  
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制度の壁の矛盾  

⑳介護保険法  65歳以上  

40歳以上で特定疾患  

65歳以上の高齢者の多数  

が身体障害者  

・障害者  障害者手帳の所持者  

65歳になると介護保険の  

対象となる  
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地域の中には、福祉≡触ズのな  
い人達も、 障害者も高齢者竃も  

芋供も雑居している  
l
●
 
 

l
 
●
 
 

なぜも 種別で相談を矧苫な曹ずれ  
ぱならないのか  

l
●
 
 

l
●
 
 

相談を受ける側の知識とスキ飽  

の不足椚ヨけを、 利用者に恒k．：＿♪  
ているのでは？  
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『ワンストップ』の相談  

①たらい回しにしない  

②相談者本人と家族の全体を捉える  

（医凰保健、福祉、介護保険、そめ他）  
③相談からサ鵬ビス利用の連続性  

（相談だけで終わら世ない）  

④生活支援を躊躇している人や社会的   

踪孤立している入代の働き釧プ  
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高齢者。障害者・子供等の種別i≡  
関わらず初期相談を実施する忘ほ  

⑳ 董訴が明確で、 り血刀ピ昏」ティ触のある  
人駄 各相談窓口ヘつなぐ 8  

。主訴が明確でない、またほ漠然とした不  
安、重層的な課題のある人は、地圭或包括  
支援センタ鵬でインテ嘘クをし、必要な  
支援機関をコーディネイトする。  
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富士宮市における総合相談支援システムヲ日吻  

支援を必要とする人  

具体的な支援体制のマネⅦジメント  

と、定期的なモニタリングの実施  
ワンストップで相談受理（インテ…や）  

主折が明確化されていないケースや、重層的な課題のあるケース  

は地域包括支援センターで相談受理する  
権利擁護センタ棚   

（準備中）  

攣高齢者等虐待等への対応  

・緊急性の判断  

■措置への提言  

由成年後見制度の利用促進  

・市長申立のサボ柵卜   

弁護士・司法書士‘社会福祉  

士t精神保健福祉士一人権擁  

護委農・研究者事医師等の専  

門家で委員会を構成。  

地域包括支援センタ剛で対  

応困難な事例や、法棒的な  
課題をサボ棚卜する。  

相談内容が明確な場合は、直接それぞれの窓口へつなぐ  

権利擁護に係る  

専門的な内容に  

関して助言・支  

援を行う。   各関係機関との連絡調整会議  

各行政機関傾健福祉機関堰療機軌フォ叩マル、インフォーマルな機関等、  

利用者の支援に必要と思われる機関を召集し適宜開催する。（市の責任で召集する）  

17  



権利擁護広域ネットワークヲ日蝕  （富士圏域）  
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自分で相談にこ れない人をどのよ  
うに連接するか。  

。恥入暮らしで閉じこもりがちな泉 
8  

⑳認知症が始まり消費者被害に轟∋若齢る   

人。  

。支援を拒否している人  

。生活困窮している人  

⑳虐待や経済的搾取にあ∋ぞいる人  

参地権事業や成年後見制度利用が必要なÅ  
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地主或での見守りネットワbクの構築  

。地域住民の意識改革  

。地区社協組織（市内12ゲ所）の活用Q  

。老人クラブや民生委員との協働  

◎地域型支援ゼンタ鵬∈旧窪介）の再編  
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富士宮市における福祉事務所機能（H20年度案）  

・
保
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、
措
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社
会
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業
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老
人
福
祉
法
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事
業
 
 

・障害者自立支援法の範囲  

・給付事業！障害者自立支援協議  

困難事例の場合は連携  

手醐 

≡喜係1  

l〔保有 ＿J  

。
地
域
支
援
事
業
に
関
す
る
こ
と
 
 

子供未来課   子育て支援係  

保育係  

療育支援  

保育所  

＊社会保障制度の狭間にいる人た  

ちを包括的な支援体制の申で支え  

られるようなワンストップ初期相  

談と具体的な関係機関による支援  

体制の連携を構築し、福祉事務所  
機能を強化しているのが特徴。  

‥－ －  ●● ●   
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